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② 産学協働による教育プログラムの開発・実施等 

専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進プログラム専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進プログラム

産学人材育成パートナーシップ専門職大学院
平成２０年度

我が国の高度専門職業人養成機能の向上を図るため、専門職大学院等において、産業界、学協会、職能団体
及び自治体等との連携の強化に基づいた教育方法等の充実に資する先導的な取組に対して支援を行う。

【国際競争力を高めるための取組】
・国際的な通用性向上が強く求められる分野（ビジネス・ＭＯＴ、会計、金融など）における
国際的な水準を踏まえた高度な人材育成のためのモデル教育プログラム開発）

【教育の質を保証するための取組】
・到達目標の設定と厳格な成績評価基準・方法の開発
・複数大学共同による効果的なＦＤシステムの開発や実施内容・方法の開発

①平成２０年度実施事業の継続・展開（２年計画の最終年度）
・教育プログラムの実施・検証・改善（専門家招へい、委員会開催等）
・優秀な教員の資質・能力の規準・評価指標の策定（調査研究、委員会開催等）
・教育プログラムの開発及びＦＤシステムの開発（調査研究、委員会開催等） など

（選定実績）

（取組例 ）

１８件
（法科大学院４件、教職大学院５件、ビジネス・ＭＯＴ４件、会計１件、その他４件）

「グローバル化に対応した法
曹養成プログラム」
「法科大学院を通じた研究者
等の連携一貫教育」

法科大学院
「実習到達度を明確にした
実践的指導と評価法」
「教職大学院の実習等のＦＤ
システム共同開発」

教職大学院

「ＭＯＴ教育プログラムの開
発」
「会計大学院における教育
プログラムの開発」

ビジネス・ＭＯＴ、会計

（選定実績）

（ 取組例 ）

・学生の資質向上
・実践的教育の実施、教員の資質向上
など、各大学の特色を活かし、産業界のニーズを踏まえた人材育成を行う取組を選定

８件
（機械・情報処理・資源・原子力各１件、経営・管理人材３件、複合分野１件）

「熟練技術
者を活用し
たものづくり
実践教育」

機械

「資源開
発人材育
成プログ
ラム」

資源

「海外経営専門職人財養
成プログラム」
「国際的競争力のある金
融・会計職業人育成」

経営・管理

平成２１年度

平成２２年度～

平成２０年度

「先端的ソフ
トウェア工学
による高度
人材育成」

情報処理

②成果のとりまとめ・発信
・普及のためのシンポジウム開催
・成果物の公表、配布 など

補助件数 ２６件（専門職大学院１８件 産学人材育成パートナーシップ８件）
単 価 ２１，６００千円
補助金額 ２１，６００千円×２６＝５６１，６００千円

平成２１年度予算額 ５６２百万円
（平成２０年度予算額 １，３５５百万円）

分野ごとの共通的な到達目標等について、各分野における共通化・標準化に向けての改良・普及
 

出典:文部科学省作成 

 

図３－１－１００：専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進 

プログラム 
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産業界と大学界が人材育成について幅広く対話を行い具体的な行動につなげていく場として、経済産業省と文部科学省の連携
の下、「産学人材育成パートナーシップ」が平成１９年１０月に創設。これまで全体会議と９つの分科会の体制で議論を実施。

産学人材育成パートナーシップの推進産学人材育成パートナーシップの推進

※委員名は、第３回全体会議（平成20年6月）当時

1  

（実施内容）
①バイオ業界全体と教育機関（モデルケースとして、東工大）の連携によるバイオ分野の博士課程を対象にリーダー人材の育成を

目的とし、広い視野及びバイオ分野に必要な技術項目を涵養する講座のモデルカリキュラムを開発（「バイオリーダー特論」）
②課題発見力・課題解決力を習得することを目的とした実践型長期インターンシップ、事業企画力、リーダーシップ等の習得を目的とし、産
業人を講師とした、学生たちの「合宿」を企画実施。
③企業との共同研究を前提とした大学の准教授クラスの若手教員派遣について検討。

○バイオ産業分野における「リーダー博士人材」育成のモデルプログラム開発

産学人材育成パートナーシップ事業
産学連携による課題設定・解決型人材育成志向の大学カリキュラム改革事例

＜平成20年度取組内容＞

・プログラム検討委員会の開催
※参加者
JBAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、ｻﾌﾞ・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等、東工大ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発ﾘーﾀﾞｰ、ｻﾌﾞ・ﾘｰ
ﾀﾞｰ、第一三共(株)、明治製菓(株)、味の素(株)等協力企業）
第1回11月4日（バイオリーダー特論：目的、コンセプト、カリキュラム内容と講師候補について）
第2回12月9日
（バイオリーダー特論：講師候補決定状況等の確認長期ｲﾝﾀｰﾝ：学生受入条件等について）
第3回1月20日
（バイオリーダー特論：講師決定、講師に対する事前説明／
長期インターンシップ：東工大のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ契約書について／
若手大学教員の企業派遣研修：大学教員の企業派遣の可能性について）

第4回3月4日
（バイオリーダー特論：（実際に講師を集め）シラバス内容について、事前課題、講義、演習、
評価の方法についての確認）

・インターカレッジ・バイオリーダーズ準備会の開催
※参加者
（(株)レクメド、JBAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、ｻﾌﾞ・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等）
第1回12月15日
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ等の確認、広報について、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ内容について、申し込み状況等）
第2回1月21日
（参加者確定、日程詳細と当日分担、応募者の個人情報への配慮について、課題発表）

《主な成果》
・「バイオリーダー特論」カリキュラムの作成

・「インターカレッジ・バイオリーダーズ」
大学枠24名、企業枠6名が参加して実践
・・平成21年1月26～28日に第1回を開催

題名 習得を目指す知識・技能 想定される講師

＜バイオリー
ダーへの期
待＞

バイオ産業研究開発型企業に
おいて求められる人材

「バイオリーダー特論」の開講目的。
博士人材への企業からの期待

味の素・技術特別顧問・
西山徹氏

バイオ産業の様々な領域と国
際戦略

バイオ産業の多彩な発展、社会から
の期待と現状について

日経ＢＰ社・医療局主任
編集委員・宮田 満氏

＜事例に学
ぶバイオ製
品開発＞

バイオ製品開発事例研究

抗体医薬開発事例
協和キリンファーマ、設
楽研也氏

機能性食品開発事例
サントリー・健康食品生
産部・沖田定喜氏

＜バイオリー
ダーへの期
待＞

新規事業の開拓 新規事業開拓の必要性
一橋大・イノベーション
研究センター長・米倉誠
一郎氏

＜「バイオリーダー特論：カリキュラム案抜粋＞

 
出典：経済産業省作成 

 

図３－１－１０１：産学人材育成パートナーシップ 
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（博士号取得者の産業界等での活躍促進） 

 

② 産業界における優れた博士号取得者に対する処遇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査報告」(2007年度)  

図３－１－１０２：民間企業における学位別の採用実績（過去 5 年間） 
 

 

出典：「企業における博士課程修了者の状況に関するアンケート調査結果」（経団

連、産業技術委員会産学官連携推進部会資料）2007 年 2月 

図３－１－１０３：博士課程修了者への優遇の状況 
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③大学における博士課程修了者の進路情報の把握 

 

修了直後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2008 年 4 月 1 日時点 

 
注：本調査は、博士課程を有する国公私立大学に対して実施している。 

出典：文部科学省科学技術政策研究所 第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調

査研究「大学・大学院の教育に関する調査（博士課程修了者の動向調査）」（2008） 

 

図３－１－１０４：大学による博士課程修了者の進路の把握状況 

26.0%
18.2%

7.0%

21.8%

13.8%

13.6%

21.1%

14.9%

12.2%

10.6% 21.1%
13.3%

12.2%
19.7%

36.8%

17.2%

35.8% 37.9%

14.0%

32.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

100人未満
(254機関)

100～249人未満
(66機関)

250人以上
(57機関)

全体
(377機関)

博士課程修了者総数（2002年度～2006年度）

機
関
数
割
合

3.5% 1.5% 0.0% 2.7%
7.1% 10.6%

3.5%
7.2%

12.2% 9.1%

8.8%

11.1%

15.7% 16.7% 33.3% 18.6%

61.4% 62.1%
54.4%

60.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

100人未満
(254機関)

100～249人未満
(66機関)

250人以上
(57機関)

全体
(377機関)

博士課程修了者総数（2002年度～2006年度）

機
関
数
割
合

80%以上

80%未満

60%未満

40%未満

20%未満

博士修了者の

進路把握割合 



 112

（知の活用や社会還元を担う多様な人材の養成） 

 

①知的財産・技術経営等に係る人材の養成 

技術経営人材育成プログラム導入促進事業技術経営人材育成プログラム導入促進事業

•• 技術経営人材育成プログラム等の開発技術経営人材育成プログラム等の開発

– 技術経営人材育成プログラム開発
• 産学連携による人材育成プログラム（シラバス、教材、ティーチングノート）の開発

– 技術経営研究の実施
• 高度な人材育成を行う上での、良質なイノベーションに関する調査研究。
• ルネッサンスプロジェクト

– 実践的教授法の試行等
• 教育人材の育成事業、教授法に関するワークショップの開催
• 実践的教授法の試行的実施、教授法に関するリファレンスブックの開発

•• 人材育成プログラム評価・認定の検討人材育成プログラム評価・認定の検討

– 評価・認定制度の枠組みの検討。
– プログラムの質を確保する「認定基準」やスキルと科目を結ぶ「ガイドライン」の策定。
– ２０プログラムの協力を得て試行的な評価の実施＆公開。

•• 普及啓発活動・各種調査等普及啓発活動・各種調査等

– エグゼクティブスクール、パンフレット、シンポジウム、MOTプラットフォーム（web）。

単位：百万円
H14 H15 H16 H17 H18
3,031 201 947 503 453

総額： 5,135

 

技術経営人材育成プログラム（教材開発）技術経営人材育成プログラム（教材開発）

青山学院大学、慶應義塾大学
、工学院大学、作新学院大学、
芝浦工業大学、政策研究大学
院大学、筑波大学、東京大学、
首都大学東京、東京農工大学
、東京理科大学、日本大学、一
橋大学、武蔵工業大学、立教
大学、早稲田大学、サイコム・イ
ンターナショナル、東レ経営研
究所

京都大学、神戸大学、同志社大
学、立命館大学、滋賀大学、奈
良先端科学技術大学院大学、
関西学院、アイさぽーと、

北海道大学

東北大学

静岡大学、
静岡理工科大学

名古屋大学、
三重大学

立命館アジア太平洋大学

九州大学

山口大学、広島大学

北陸先端科学技術大学院大学

信州大学

高知大学、高知工科大学、
香川大学、愛媛大学

山形大学

技術経営プログラムの開発の機関の一例

イノベーションを主導できる技術経営人材を育成プログラム等の開発・実証を行った。はじ

めは基盤的なプログラムの開発を行い、分野特化（技術分野、地域）、知識素材、カスタム

型とテーマを変更してきた。これまでに延べ１５０を超える教育機関において開発が進められ、

ケース教材は６００を超える。

この事業をきっかけとして多くの技術経営人材育成プログラムが開講し、年間約４０００人

を輩出するまでになった。また、企業内における人材育成も活発になり年間約６０００人が育

成されているとの調査結果も有る。

 
出典：経済産業省作成 

図３－１－１０５：技術経営人材育成プログラム導入促進事業
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※ 特に明記のない場合には、資料中データは、2006～2007 年増加率：2007 年現在の数値[2002～2007 年増加率] の

数値を示す。 

出典：総合科学技術会議知的財産戦略専門調査会（第４２回、平成２１年２月２５日）資料より 

 

図３－１－１０６：第３期科学技術基本計画にかかる｢知的財産戦略｣（H18-20)

取組成果 
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②科学技術コミュニケーターの養成 

表３－１－１０７：科学技術コミュニケーター養成に向けた取組 

出典: 文部科学省科学技術政策研究所 第３期科学技術基本計画のフォローアップにかかる調査研究「基本計画の達成

状況評価のためのデータ収集調査」(2008) 

機関及び養成コース名 開始年度 対象者 定員及び実績 期間等

専門的なコミュニケーター養
成コース

日本科学未来館事業 2001年度
日本科学未来館において、
調査・展示開発・展示解説等
を行う有期雇用者

50名程度（毎年50名程度が在籍して
いた。2009年1月末現在は51名が在
籍）

原則5年間の任期で雇用し、5
年間のＯＪＴ等研修の後に外部
へ輩出

日本科学未来館「科学コミュ
ニケーター1年研修」

2005年度
理数系教員、研究者、科学
館職員等

3名程度(2005年度4名、2006年度3
名、2007年度2名、2008年度2名）

1年間

国立科学博物館「サイエンス
コミュニケーター養成実践講
座」(SC1・SC2)

2006年度
大学院生等(SC2はSC1の修
了者を対象）

SC1：20名程度（2008年度24名）
SC2：10名程度（2008年度12名）

SC1：36コマ程度（1コマ90分）
SC2：36コマ程度（1コマ90分）

東京大学「科学技術インター
プリター養成プログラム」

2005年度 大学院生
約10名（2005年度は開始年度、2006
年度6名、2007年度3名が修了、2008
年度は14名が修了予定）

1年半（全学対象の副専攻とし
て選択）ただし、2009年度まで
在籍可

北海道大学「科学技術コミュ
ニケーター養成ユニット」

2005年度
大学院生及び大学卒業と同
等のリテラシーを有する者

本科 20～30名（2005年度10名、2006
年度26名、2007年度32名が修了、
2008年度は22名が受講中）

1年（5月から翌年3月までの
11ヶ月）

早稲田大学大学院政治学研
究科「科学技術ジャーナリスト
養成プログラム」

2005年度 修士課程学生
15名程度（2007年度 11名、2008年度
15名修了予定）

修士課程のコースとして大学院
政治学研究科に設置

京都大学大学院生命科学研
究科高次生命科学専攻「生命
文化学分野」

2004年度
大学院生（修士課程、博士後
期課程）

定員はないが、当該研究室に大学院
の各学年2名程度が在籍（生命科学研
究科の定員は1学年75名）

大学院の1つの研究分野として
設置

小計
定員１３０名程度（2008年度は140名程

度の実績）

コミュニケーター養成に向けた
講義、演習等

日本科学未来館「科学コミュ
ニケーター研修プログラム」

2006年度
科学コミュニケーション活動
を深めたいと考えている者

3講座×2回　各講座30名
(2006年度21名、2007年度37名、2008
年度延べ147名)

3講座×2回
各講座10時間

選科Ａ 20～30名
年間27コマの講義（e-
Learning）と夏期集中演習

選科Ｂ 20～30名
年間27コマの講義（e-
Learning）と半期7回の通学演
習

北海道大学 「科学コミュニ
ケーション」

2008年度 全研究科大学院生 定員はないが、実質的に40名 前期（15回×90分）　2単位

北海道大学 「科学技術コミュ
ニケーション特論」

2008年度
理学院・生命科学院大学院
生

定員はないが、実質的に40名 前期（7.5回×90分）　1単位

東京大学「科学技術インター
プリター養成プログラム　社会
人講座」

2007年度 社会人、学外の大学院生 約50名 6回程度の講義（1回90分）

東京工業大学　「科学技術コ
ミュニケーション論」

2005年度 全研究科大学院生
定員はないが、実質的に前期20名、
後期10名程度

前期（15回×90分）　2単位
後期（15回×90分）　2単位

お茶の水女子大学「科学コ
ミュニケーション能力養成プロ
グラム」

2005年度
大学院生、小・中・高等学校
教諭等

18講座有り
各講座5名程度～40名程度

※2006年度で終了
各講座2日～9日（1単位～2単
位）

京都大学大学院生命科学研
究科「生命科学と社会」「生命
科学コミュニケーション」

2004年度
大学院生（修士課程、博士後
期課程）

修士課程の講義は一部全員必修（１
学年約80名）博士課程は5-10名程度

修士課程（16回×90分）講義・
演習
博士課程（8回×90分）講義・演
習

大阪大学「科学技術コミュニ
ケーション入門」

2005年度 全研究科大学院生、社会人
１学期ごとに50人
社会人5名程度

第１学期（4月から）、第２学期
(10月から)のそれぞれ週1時限
2単位

大阪大学「科学技術コミュニ
ケーションの理論と実践」

2006年度 全研究科大学院生 20名 夏期集中（５日間）　2単位

大学院生及び大学卒業と同
等のリテラシーを有する者

2005年度
北海道大学「科学技術コミュ
ニケーター養成ユニット」

出典：科学技術政策研究所調べ（2009年2月）
注：定員は、2008年度の募集人数を掲載している（お茶の水大学は2006年度）。
　　上記の他にも、複数の大学で類似の講座の開設や取組が行われている可能性がある。
　　東京大学、北海道大学及び早稲田大学では、文部科学省の科学技術振興調整費の事業を活用して2005年度から取組を開始している。
　　早稲田大学大学院政治学研究科「科学技術ジャーナリスト養成プログラム」と大阪大学「科学技術コミュニケーション入門」は2006年度より正式に開講
　されている（2005年度は準備、試行期間）。
　　東京工業大学の「科学技術コミュニケーション論」は2009年度からはクオーター制で7単位の科目群となる。
　　お茶の水女子大学のサイエンス＆エデュケーションセンターでは、「科学コミュニケーション能力養成プログラム」の次の取組として、2007年度から「理科
　教育支援者養成プログラム」を実施している。  
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表３－１－１０８：科学コミュニケーター養成の取組例 

＜日本科学未来館＞ 

 未来館に所属すサイエンスコミュニケーター（ＳＣ）に対して、調査・展示開発・展示

解説等の業務を通じて実践訓練（OJT）を行い、原則５年間の任期を経た後に外部へ送り出

している。2009 年 1 月 1 日時点での輩出者 114 名の就職先は以下のとおり。 

 

＜国立科学博物館＞ 

 国立科学博物館のサイエンスコミュニケータ養成実践講座は、2006 年度開講で、日が浅

く、現時点では大学院在学中の修了生も多いが、2008 年 4 月調査では、就職者の中には、

研究機関の広報担当、大手広告代理店、教材開発会社、教育関連会社、理科教員、科学館

の解説員や講師など、社会のさまざまな場で活躍していることが把握されている。 

＜科学コミュニケーション業務関連＞  ＜科学コミュニケーション業務関連以外＞ 

・研究機関職員（広報・普及） 19 名  ・公務員、企業、研究職、教育機関  26 名

・科学館、博物館職員      29 名  ・その他                    37 名

・展示関連企業職員         1 名 

・塾講師（科学実験関連）     2 名 

出典: 文部科学省科学技術政策研究所 第３期科学技術基本計画のフォローアップにかかる調査研究「基本計画の達成

状況評価のためのデータ収集調査」(2008) 
 

 

 



 116

③新たなニーズに対応した人材養成 

 

資料３－１－１０９：先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム 

拠点

平成２１年度予算額：８９５百万円（平成２０年度予算額：８２８百万円）

○大学間及び産学の壁を越えて潜在力を結集し、教育内容・体制を強化することにより、専門的スキルを有するとともに、社会

情勢の変化等に先見性をもって対処できる世界最高水準のＩＴスペシャリストを育成するための教育拠点の形成を支援

○各拠点における多様な教育プロジェクトの実施を通じて得られた教材等の成果を効果的・効率的に普及展開する「拠点間教材

等洗練事業」のさらなる充実を図り、高度ＩＴ人材育成方策の全国展開を目指す

○我が国の高度ＩＴ人材育成を一層効果的・効率的に推進するため、関係省庁・関係機関等が役割分担を明確にしつつ、有機的

に連携して、全国的なコンソーシアムの形成を進める

拠点 拠点

拠点
拠点

拠点
拠点

拠点

拠点間教材等洗練事業(H20～)

高度ＩＴ人材育成拠点

ソフトウェア分野６拠点(H18～)

セキュリティ分野２拠点(H19～)

コンソーシアムの形成

フィードバック

汎用性のある教材の提供等
成果の全国展開

拠点大学院
連携大学

産業界

連携・支援

PBLや長期インターンシップ
など実践的教育を推進

・ＩＴ政策ロードマップ（ＩＴ戦略本部） ・重点計画２００８（ＩＴ戦略本部） ・高度ＩＣＴ人材育成に関する研究会報告書（総務省）
・高度情報通信人材育成の加速化に向けて －ナショナルセンター構想の提案－ （日本経団連）

・求められる人材像の明確化
・キャリア開発計画の提示

・能力の可視化
・実務家教員コーディネーション
・教育用ポータルの連携 等

連携大学

関係省庁・関係機関等

拠点間教材等洗練事業
～拠点における成果の効果的・効率的な普及展開等～

○教材の洗練（収集・改編・共同開発等）

○ポータルサイトの構築

○ガイドライン策定（著作権問題等対応）

○シンポジウムの開催等の広報活動

○教員等の教育力向上支援 （H21～）
（教材等開発、セミナー開催、専門家雇用等）

○社会人向け教育プログラム展開 （H21～）
（教材等開発、セミナー開催、専門家雇用等）

高度かつ実践的な教育を実施するために

○企業の一線で活躍する実務家教員の招へい

○先進的な教材・カリキュラムの開発

（調査研究、委員会開催、専門家招へい等）

等に係る経費を措置

関連提言等を反映

先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム

 
出典：文部科学省作成 

＜2007 年度採択状況＞ 

設置 大学名 プロジェクト名 

国立 ◎奈良先端科学技術大学院大学  

  京都大学  

大阪大学  

北陸先端科学技術大学院大学 

社会的 ITリスク軽減のための情報セキュ

リティ技術者・管理者育成 

私立 ◎情報セキュリティ大学院大学  

  東京大学  

中央大学 

研究と実務融合による高度情報セキュリ

ティ人材育成プログラム 

注：「大学名」の欄の◎は申請大学、無印は連携大学を示す。 

出典：文部科学省資料 
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④技術者の養成 

資料３－１－１１０：産学連携製造中核人材育成事業 

 
出典：「産学人材育成パートナーシップ事業取組集 自立展開取組編」 

http://www.monobiz.jp/img.html?img=1681506&mime=application/pdf 
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技術者継続的能力開発事業技術者継続的能力開発事業

第3期科学技術基本計画において、「社会人の学習意欲の高まりに対応した再教育の機会を一層充実するため、様々な主体による
技術者の継続的能力開発システムの構築、インターネット上での学習が可能な教材の開発・提供」が求められている。

科学技術の各分野及び横断的分野に関するインターネット自習教材を提供することにより、わが国の技術者が科学技術の基礎知
識と失敗知識を幅広く習得することを支援し、その継続的な能力開発を促進する。

・科学技術分野（特に新興分野）、技術融合（横断的）分野での課題解決の為に、専門外の技術知識を継続的に習得することを支援。

背景

目的

概要

幅広い分野の基礎的な技術知識の習得

ライフサイエンス、情報通信、環境、
ナノテク・材料、社会基盤、機械、

電気電子、化学

＜科学技術分野＞

科学技術分野および横断的分野に関する教材を作成し提供

搭載件数：819テーマ

学習画面例

総合技術監理、安全、知財、
技術者教養（技術者倫理等）

＜横断的分野＞

（アクセス数） * コンテンツに対す
るアクセス（CD版によるアクセスも含む）
○ 中期計画の目標件数（100
万件）に向けて着実に推移。

（コンテンツのＣＤ版提供）
○CD-ROM等による教材コンテンツの提供を平成19年8月10日より開始した。
○CD教材の平成20年度末の年間団体利用数は134件であった。

（利用者の満足度）
○ サイト上での利用者アンケートで97.3%の方が教材の有用性を認めている。

（利用者から寄せられた主な要望・意見）
○ 基礎的な教材が充実しており、会社の研修に最適である。
○ （大学の）実習の前に、基礎知識のおさらいとして見るように指導している。
○ 学会で実施しているCPD（継続的能力開発）のポイントと連動してほしい。
○ 技術分野の基礎的な教材は民間では行わない。ぜひ今後も続けてほしい。
（実際の主な利用例）
○ 企業における集団研修で利用
－ 企業内研修サイト（イントラネット）から、リンクを張って補助教材として活用
－ コンテンツを一定期間内にどれだけ学習できるかを競うコンテストを実施

○ 大学・高等専門学校での利用
－ コンテンツから、試験問題を出すと予告し、学習を推奨

－ 実際にみることが難しい現場の映像等を授業で実際に見せるなど
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図３－１－１１１:技術者継続的能力開発事業



 119

 

49,625

54,720 55,875
58,314

60,534 61,794

10,670
12,445

16,761
18,976 20,155

22,142

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

2002 2003 2004 2005 2006 2007 年度

人

技術士 技術士補

 
注：各年度第 4四半期における登録者の累計である。 

出典：文部科学省資料 

 

図３－１－１１２：技術士及び技術士補の登録累計 
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注1：2004年の時点で 25名の技術士が登録されていた 120の企業等に対してアンケートを行っている。回答は、技

術士資格者の管理体制が不備という理由で回答を辞退した 11 社を除き、109 社が回答している。 

注 2：「水道/環境」とは上下水道/環境関連事業者であり、「その他の企業」とは製造業、鉄鋼、電力、ガス、鉄道業

などで、「官公庁」とは県庁である。 

注 3：所属する技術士数の 5年前との比較の問に対しては、106 社の回答を集計している。 

出典: 文部科学省科学技術政策研究所 第３期科学技術基本計画のフォローアップにかかる調査研究「基本

計画の達成状況評価のためのデータ収集調査」(2008) 
 

図３－１－１１３：所属する技術士数の 5 年前との比較（業種別） 
 




